
 

(財)財務会計基準機構の Webサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体

財産権に関する法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律

により禁じられています。 

議事要旨(2) 実務対応報告公開草案「会社法による新株予約権及び新株予約権付社債の会計処

理に関する実務上の取扱い（案）」について 

 

本実務対応報告案の目的は、会社法（平成17年法律第86号）が平成17年7月26日に公布

され、新株予約権及び新株予約権付社債に関する手続の整備がなされたこと等に伴い、同法に

よる新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱いを明らかにすること

である。 

本実務対応報告案の概要は以下のとおり。 

 

①自己新株予約権に関する会計処理 

A案 自己新株予約権は、その他有価証券として処理する。 

B案 自己新株予約権は、その帳簿価額を、純資産の部の「新株予約権」から控除する。 

（事務局より B案を推す旨の説明がなされたが、この点に関しては委員から特段のコメン

トはなされなかった。） 

②会社法に基づき発行された転換社債型新株予約権付社債に関わる新株予約権が行使された

ときの会計処理 

会社法に基づき発行され、発行時に一括法で処理されている転換社債型新株予約権付社

債に関わる新株予約権が行使され、新株を発行する場合は、当該転換社債型新株予約権付

社債の社債金額（発行時における社債金額と払込金額との差額に係る行使時の償却残高が

ある場合には当該金額を加減した金額）をもって、資本金又は資本金及び資本準備金に振

り替える。この結果、新株予約権が行使されたときには、損益は生じない。 

③会社法に基づき発行された外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会計処理 

発行時の会計処理 

発行時の円貨への換算は、発行時の為替相場による。 

決算時の会計処理 

決算時の円貨への換算は、決算時の為替相場による。また、決算時における換算によ

って生じた換算差額は、当期の為替差損益として処理する。 

新株予約権行使時の会計処理 

新株予約権行使時に資本金又は資本金及び資本準備金に振り替える額の円貨への換算

は、当該行使時の為替相場による。また、行使時の換算によって生じた換算差額は、当

該行使時の属する会計期間の為替差損益として処理する。 

④適用時期等 

本実務対応報告は、会社法による新株予約権及び新株予約権付社債について適用する。

したがって、旧商法による新株予約権及び新株予約権付社債については、本実務対応報告

の適用後も実務対応報告第1号又は実務対応報告第11号の定めによることとなる。 

以 上 
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